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数等に関する省令」によって資産ごとに耐用年数が定
められている。また，税務会計では貸倒引当金の繰入
率も業種によって決まっている。企業が定められた率
を超えて貸倒引当金を設定したとしても，その超過額
は課税所得を計算する際に損金に算入できない。
　給与は企業会計上は費用であるが，税務会計上は全
額が損金となるとは限らない。役員の給与は役員報酬
と利益処分による役員賞与とからなっている。役員の
給与を報酬として損金に算入するのと役員賞与として
利益処分とするのとでは課税所得は大きく違ってく
る。役員賞与に当たる額を報酬であると偽って損金に
算入すれば課税所得は少なくなる。そこで，役員の報
酬のうち損金算入限度額が定められている。
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　企業会計原則・一般原則に単一性の原則がある。こ
の原則は「株主総会提出のため，…租税目的のため等
種々の目的のために異なる形式の財務諸表を作成する
必要がある場合，・一一」財務諸表の形式は多様であって
もよいが，内容は単一でなければならないと規定する
原則である。利益の額は株主総会に提出するものと租
税目的のものとが単一であることが要求されている。
ただ，企業会計上の利益と税務会計上の課税所得とは
異なる。利益は収益と費用とによって算定される。課
税所得は益金と損金とによって算定される。必ずしも
収益と益金とはイコールではないし，費用と損金もイ
コールではない。そのため，利益の額と課税所得の額
とは異なることになる。そこで，課税所得の算定にあ
たっては，株式会社の場合であれぽ，株主総会で確定
した利益を基礎にして調整を加える必要がある。
　企業会計でいう資本剰余金に該当する項目のうち建
設助成に充当した国庫補助金，工事負担金，保険差益
等は拠出金ではないので，税務会計上は益金として課
税所得に算入されている。
　企業会計上の費用は課税所得の算定にあたって，全
額が損金になるとは限らない。たとえば，交際費等は
会計上は費用であるが，課税所得を算定する際には原
則として損金に算入することはできない。
　企業会計上の収益は課税所得と計算する場合，その
全額が益金になるとは限らない。たとえば，受取配当
金は企業会計上は収益であるが，課税所得を算定する
際には原則として益金不算入となる。
　企業会計上は償却資産の耐用年数の選定は企業に任
されているが，税務会計上は「減価償却資産の耐用年
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